
事  務  連  絡 

令和元年８月１日 

各都道府県一般廃棄物行政主管部（局）長殿 

環境省環境再生・資源循環局 

廃棄物適正処理推進課 

リチウムイオン電池の適正処理について

 廃棄物処理行政の推進については、かねてより種々御尽力いただき厚く御礼申し上

げます。 

 廃棄されたリチウムイオン電池及びリチウムイオン電池を使用した製品が、廃棄物

の収集・運搬、又は処分の過程において、プラスチックなどの可燃性のごみや破砕す

るごみの中にまぎれ込み、火災の原因となっているため、リチウムイオン電池及びリ

チウムイオン電池を使用した製品を収集・運搬、処分する際に発生する火災事故を防

止するための対策をとるよう、貴管内市町村に対し周知いただきますようお願いしま

す。 

記 

１．市町村における処理体制の適正化 

リチウムイオン電池は、破損・変形により、発熱・発火する危険性が高く、不燃

ごみや粗大ごみ中に残されたリチウムイオン電池、あるいは、プラスチック製容器

包装を選別・こん包したもの（分別基準適合物としてのベール）の中に混入したリ

チウムイオン電池が出火原因となった事例が多数報告されているところ、不適切な

残留や混入を防ぐ収集運搬及び処分体制を検討すること。なお、一般社団法人 JBRC

では、リチウムイオン電池の金属端子部分をテープで絶縁し金属製の缶で回収する

などの安全対策をとっているため参考にされたい。 

２．リチウムイオン電池排出者への排出方法の周知 

リチウムイオン電池が、携帯電話、スマートフォン、デジタルカメラ、モバイル

バッテリー、加熱式たばこ、コードレスタイプの掃除機など多くの小型家庭用電気

機器に使用されていること、リチウムイオン電池が使用されていても、リサイクル

マークが表示されていない製品が存在すること及び１．を踏まえて、リチウムイオ

ン電池及びリチウムイオン電池を使用した製品の排出方法について、具体的に住民

に対して周知を行うこと。

参考資料①

37

momiyaman
テキストボックス



３．一般社団法人 JBRCが行う回収・リサイクル活動の活用検討 

一般社団法人 JBRC は、所属会員企業の製造・販売した小型充電式電池（リチウ

ムイオン電池を含む）の回収・リサイクルを行っている。同法人は、一般廃棄物と

なった小型充電式電池について、廃棄物処理法第９条の９に基づく広域的処理の認

定を取得しており、市町村が収集した小型充電式電池（リチウムイオン電池を含む）

の回収も行っているので活用について検討すること。 

参考  

一般社団法人 JBRCホームページ：https://www.jbrc.com/ 

事業者の方へ /リサイクル方法（事業者） 

https://www.jbrc.com/project/recycling_method/ 

公益財団法人日本容器包装リサイクル協会：https://www.jcpra.or.jp/ 

市町村のみなさまへ/リチウムイオン電池等の発火物が原因になる発煙・発火

トラブル：

https://www.jcpra.or.jp/municipality/dangerous/tabid/757/index.php 

消費者のみなさまへ/【お願い】リチウムイオン電池を含む電子機器を混ぜな

いで！： 

https://www.jcpra.or.jp/consumer/danger/tabid/758/index.php 
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